
  

 

法定福利費の適切な支払いのための取組について 

（令和５年１１月１日以降適用） 

 

 

１ 受注者は、請負契約締結の日から起算して１４日以内に法定福利費を明示した工事打合簿を監督員

へ提出するものとする。 

 

２ 対象とする工事は、県土整備部及び各地域県民局地域整備部発注の令和５年１１月１日以降に公告

又は指名通知する工事のうち、低入札となった工事とする。 

 

３ 発注者は、受注者から提出された工事打合簿に明示された法定福利費額について、県積算から合理的

に推計される法定福利費の概算額（以下「県積算の法定福利費概算額」という。）との比較により、法

定福利費額が適切に請負契約に計上されていることを確認する（確認を行う工種は、別紙に記載のもの

に限る）。 

 

４ 県積算の法定福利費概算額は、別紙に定める算定基礎額に算定率を乗じて算出するものとする。 

 

５ 受注者により明示された法定福利費額が、県積算の法定福利費概算額の２分の１を下回るときは、発

注者は受注者に対して算出根拠の確認を指示し、誤記等があれば訂正を指示する。 

 

６ 受注者による算出根拠の確認を経てもなお上記５基準以上の乖離幅がある場合においては、発注者

は別添様式により県土整備部監理課長に対し通知するものとする。 

 

７ 県土整備部監理課長は、必要に応じて発注者と連携し、受注者に対して法定福利費の適切な支払いに

ついての確認を行う。 

 

 

  



○ ○ 第    号 

令 和 ５ 年  月  日 

 

 

県土整備部監理課長 殿 

 

○○地域県民局 地域整備部長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

法定福利費の適切な支払いのための取組に基づく確認結果について（通知） 

 

 

 このことについて、「法定福利費の適切な支払いのための取組について」に基づき確認した結果、受注

者から明示された法定福利費額が、県積算の法定福利費概算額の２分の１を下回りましたので通知しま

す。 

 

 

１ 工事名 

 

２ 受注者名 

 

３ 県積算の法定福利費概算額 

 

（工種） 

 ○○ 

（算定基礎額）×（算定率）％＝（概算額） 

 ○○〇   × ○○  ％＝ ○○ 

 

４ 添付資料 

・法定福利費を明示した工事打合簿 

 ・法定福利費の確認様式 



様式（19）

（ ）

第○○－△号 ◎◎建設株式会社

（内容）

上記工事価格 円のうち、現場労働者に関する健康保険、厚生年金保険
及び雇用保険の法定の事業主負担額は 円であることを報告いたし
ます。

　　令和　５年　１１月　１２日

受
注
者

発 議 事 項

葉、その他添付図書

発
注
者

添付図

工 事 打 合 簿

発 議 者 発議年月日 令和5年11月11日

工 事 番 号 受 注 者 名

工 事 名 国道１０３号道路改良工事

800,000
38,000,000

　　　　年　　月　　日

・

処
理

　

上記について

上記について

します。

回
答

します。

総　括
監督員

主　任
監督員

監督員

（Ａ４版）

※ただし、現場技術員には、指示、承諾、協議及び確認の適否等
を行う権限はない。

現　場
技術員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者

発注者 受注者

指示 協議 通知 承諾 報告 提出 届出

その他

指示 承諾 協議 通知 受理

その他

了解

その他

協議 提出 報告 届出

監督員は「法定福利費の確認様式」にて確認後、

１．【問題なし】⇒「適切に計上されていることを確認」と記載し、受理

２．【要確認】⇒受注者へ口頭にて算定根拠の確認を指示

修正し問題なければ１へ

３．上記でも1/2を下回るときは「報告様式」にて監理課へ報告。

その他にチェックし「監理課へ別添のとおり報告する」と記載

受注者が算定した工事価格を記載

＝入札時に提出した「工事費内訳書」の工

事価格
受注者が算定した法定福利費を記載


